
平成２７年度　事務事業マネジメントシート

Ⅰ　事務事業の目的・内容

Ⅱ　事務事業の実績・現状及び成果を表す指標の動きとコストの状況

Ⅲ　事務事業の評価、今後の方向性及び業務改善　＜※主管課長記入＞

⑴　事務事業についての評価及び今後の方向性

⑵　事務事業の業務改善について

③取組の
課題

拡大された疾病に該当する方へ見舞金
を支給するために、制度周知を行う必
要がある。

④今後の
改善計画

市の広報及びホームページにおいて、
新たな対象者へ制度の周知を図る。

①今年度
(H27)の
改善計画

②今年度
(H27)に
実施した

取組

特定疾病見舞金について、対象疾病及
び支給額の検討を行う。

特定疾病については、難病医療法の成
立に伴い、指定難病の疾病が３０６疾
病に拡大されたため、見舞金対象疾病
の拡大及び支給金額等の変更に係る規
則の改正を行った。

Ａ　達成できた

Ａ　対象者は適切である

Ｂ　削減の余地がややあ
る

総合評価 Ⅱ　継　　　続　（事業を現状どおり継続すべき）

効率性

目標達成度

対象者の適切性

コストの削減

Ａ　必要性が高まる
と考えられる

Ａ　市が担うべき

有効性

個別評価 必要性

今後の必要性

市関与の必要性

初期投資コスト（円）（建設又は取得年度のみ記入）

想定耐用年数　（年）（建設又は取得年度のみ記入）

平成2７年度

84,460,782

75,770,000 79,620,000 84,460,782

目的に対する現状（客観的事実・データ
に基づく現在の状況や取組状況）

75,770,000 79,620,000 84,460,782

・人口増加に伴い、特定疾病見舞金対
象者が増加している。
・原爆被爆者は新規に認定される者が
いないことから転入による増加はある
ものの減少すると考えられる。
・災害見舞金については、自然災害及
び火災等が予測できないことから増減
を推測することは難しい。

平成2５年度 平成2６年度

75,770,000 79,620,000

人 →→70

↘↘↘3 3

10,000円×対象者数

見舞金支給額 75,770 79,620 84,461 千円 ↘↘↘

75 74

単位
目標
方向

算定式（成果指標の場合）

特定疾病療養者見舞金 1,874 1,970 2,071 人 ↘↘↘ 40,000円×対象者数

名　　称 平成2５年度 平成2６年度 平成2７年度

款

事業内容

事業開始か
ら現在まで
の状況変化

特定疾病等療養者、原子
爆弾被爆者、災害被災者

意図
事業
目的

01

対象

特定疾病の療養者・原爆被爆者・災害に遭った市民に見舞金を支給する。

昭和５２年４月に特定疾病療養者又はその保護者に見舞金を支給し、労苦に報いることを目的に開始した。支給対象者が人口の伸び
に比例して増加している。また、市独自の疾病も対象としている。平成２１年度には、国の基準に合わせ新たに１１疾病を加えて、
６１疾病が対象となった。平成２７年１月１日に難病医療法が施行され、指定難病が１１０疾病に拡大され、更に平成２７年７月１
日に３０６疾病に拡大された。上記の法改正から、見舞金の対象疾病を決めるために参考としてきた指定難病が拡大されたため、見
舞金対象疾病を拡大及び支給金額等の変更に係る規則改正を行った。

特定疾病療養者又はその保護者、原子爆弾被爆者の闘病若
しくは労苦に報いる。自然現象又は火事により家屋に災害
が発生した世帯を支援する。

主管課長矢口　道夫地域で支える福祉のまちづくり

会計 小事大事

01

目項

03 01 01 05

被爆者健康管理見舞金

事業名

政　策
施　策

04

4-5

見舞金支給事業

４節　誰もが充実した生涯をおくることのできる流山（市民福祉の充実） 主管課 社会福祉課

2

事務事業の総ｺｽﾄ(a=b+c)

事務事業のコスト

③ 災害見舞金

④

指標

①

②

件
全焼（一般世帯２件、準世帯１
件）80,000円

人役・嘱託(人)

指標で表すこ
とができない
定性的な成果

うち一般財源

 事業費（ｂ）（円）

 職員給与費(ｃ)(円)

人役・再任用(人)

人役・臨職(人)

人役・職員(人)


